
＜Ｐ１．表紙＞

 みなさま、こんにちは。

 本日はご多忙のなか、十六フィナンシャルグループの決算説明会にご出席いただき、
誠にありがとうございます。

 社長の池田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

 それでは、2ページの目次をご覧ください。



＜Ｐ２．目次＞

 今回はまず、当社の「2024年度 中間決算」について説明します。

 その後、第２部「企業価値向上に向けた取組み」、第３部「サステナビリティへの取組
み」の順に進めます。

 3ページをご覧ください。



＜Ｐ３．サマリー＞

 こちらは、今回の説明会の「サマリー」です。

 次ページ以降、これらの内容を中心に説明します。



＜Ｐ４．第１部「2024年度 中間決算」＞

 それでは、第１部「2024年度 中間決算」について、５ページをご覧ください。



＜Ｐ５．連結決算サマリー＞

 今回の説明資料では、それぞれのページのポイントを、スライド上部に記載していま
す。

 また、前年同期間の増減額、増減率、加えて通期予想の進捗率を表示しています。

 まず、①連結コア業務粗利益は、資金利益およびその他業務利益が増加し、15億円
増加の379億円となりました。

 ②経費は、戦略的なＤＸ投資の実施などにより物件費が増加したものの、退職給付
費用の減少などから人件費が減少し、全体では１億円減少の221億円となり、③連
結コア業務純益は、17億円増加の158億円となりました。

 ④経常利益は、国債等債券損益の増加などにより、19億円増加の159億円、⑤親
会社株主に帰属する中間純利益は、8億円増加の103億円となりました。

 6ページをご覧ください。



＜Ｐ６．十六銀行単体決算サマリー＞

 続いて、十六銀行の単体決算サマリーです。

 ①コア業務粗利益は、資金利益およびその他業務利益の増加により10億円増加の
327億円となりました。

 ②経費は、横ばいの188億円となり、③コア業務純益は10億円増加の138億円と
なりました。

 ④経常利益は、国債等債券損益の増加などにより、17億円増加の146億円と中間
期では過去最高となりました。

 ⑤中間純利益は、9億円増加の98億円となりました。

 ７ページをご覧ください。



＜Ｐ７．連結コア業務純益＞

 続いて、「連結コア業務純益」につきましては、十六銀行における資金利益およびそ
の他業務利益の増加などにより、17億円増加の158億円となりました。

 8ページをご覧ください。



＜Ｐ８．経費・修正ＯＨＲ＞

 こちらは、「経費」と「修正OHR」の推移です。

 連結の人件費では初任給引上げやベア実施による増加の一方、退職給付費用の減
少などにより、３億円の減少となりました。

 連結の物件費では、社内イントラの更新などの戦略的ＤＸ投資の増加や、新紙幣対
応にかかる設備更新により２億円増加し、経費全体では１億円の減少となりました。

 この結果、修正OHRは、連結で58.33％、十六銀行単体で57.64％となりました。

 9ページをご覧ください。



＜Ｐ９．資金利益・貸出金利回り・預金等利回り＞

 ここからは、十六銀行単体の計数を中心に説明します。

 まずは「資金利益」と「貸出金」の状況です。

 資金利益は、円貨貸出金利息や円貨有価証券利息配当金の増加、日銀預け金利息
の増加などにより、11億円増加の276億円となりました。

 円貨貸出金平均利回りは0.008ポイント上昇の0.813％と反転しました。

 円貨預金等平均利回りは0.022ポイント上昇の0.024％となりました。

 10ページをご覧ください。



＜Ｐ１０．役務取引等利益＞

 「役務取引等利益」の状況です。

 手数料関連収入は、十六銀行での投資信託販売や十六ＴＴ証券での株式売買等が
好調であったことから、２億円増加の109億円と伸長しました。

 手数料関連支出は、ローン関連保証料や団信保険料などの増加により、７億円増加
の37億円となりました。

 11ページをご覧ください。



＜Ｐ１１．有価証券＞

 「有価証券」の状況です。

 有価証券評価損益は、全体で34億円増加の579億円の評価益となりました。

 その他の外債については、前期までにロスカットが完了しております。

 12ページをご覧ください。



＜Ｐ１２．与信関係費用・不良債権残高＞

 「与信関係費用」と「不良債権残高」の状況です。

 与信関係費用は、9億円増加し16億円となりましたが、コロナ禍前の水準と比較し
ても低位で推移しています。

 また、不良債権比率は、０.05ポイント改善し１.26％となり、過去最低となりました。

 13ページをご覧ください。



＜Ｐ１３．グループ会社利益・顧客向けサービス業務利益＞

 「グループ会社利益」と「顧客向けサービス業務利益」の状況です。

 十六銀行を除く子会社の連結決算に寄与した中間純利益の合計は、1億31百万円
増加の10億12百万円と堅調に推移しています。

 顧客向けサービス業務利益は、役務取引等利益の減少を主因に、7億円減少の62
億円となりました。

 14ページをご覧ください。



＜Ｐ１４．自己資本比率・連結ROE＞

 続いて、「自己資本比率」と「連結ROE」の状況について説明します。

 自己資本比率は、連結で10.87％、単体で9.69％となり、健全な水準を維持して
います。

 また、ROEにつきましては、連結では4.75％、十六銀行単体では5.09％となりま
した。

 15ページをご覧ください。



＜Ｐ１５．業績予想・配当予想＞

 2025年3月期の「業績予想」については、今後の金融政策・為替相場の動向を勘案
し、与信関係費用を保守的に見積り、昨年並みの利益水準を維持する予想としてい
ます。

 また、「配当予想」は、中間配当80円に期末配当予想80円を加え、年間配当160円
を予定しています。

 ７期連続の増益、6期連続の増配を目指して取り組んでまいります。

 第1部「2024年度 中間決算」の説明は以上となります。

 続きまして、16ページをご覧ください。



＜Ｐ１６．第2部「企業価値向上に向けた取組み」＞

 第2部では、「企業価値向上に向けた取組み」について説明します。

 17ページをご覧ください。



＜Ｐ１７．PBR改善に向けた取組み＞

 PBRの改善に向けて、これらのロジックツリーをもとに「持続的な利益成長」と
「ROEの向上」、「株主資本コストの引下げ」など、具体的な取組みを実践していくこ
とで、当社グループの企業価値向上をはかってまいります。

 18ページをご覧ください。



＜Ｐ１８．政策投資株式＞

 「政策投資株式」の状況です。

 政策投資株式の縮減目標を2024年11月に簿価ベースから時価ベースに変更しま
した。

 変更後の縮減目標は、対連結純資産⽐率を、2025年3月末に20%未満とします。

 さらに中計最終年度の2028年3月末までに15%未満を目指す、としました。

 2024年9月期の連結純資産比率は前期比14.2ポイント低下の27.0％と、大きく
縮減を進めました。

 政策投資株式については、コーポレートガバナンスコードの趣旨に沿って、より⼀層

縮減を進めていきたいと思います。

 19ページをご覧ください。



＜Ｐ１９．株主還元＞

 「株主還元」の状況につきましては、2025年3月期は、配当性向30.2％を見込ん
でいます。

 また、この８月には自己株式の取得を実施しており、自己株式の取得は４期連続、当
社設立以降で累計200万株の取得を実施しています。

 今後も、引き続き株主還元の充実を目指してまいります。

 20ページをご覧ください。



＜Ｐ２０．円貨バランスシートの構成と金利のある世界での最適な運営＞

 こちらの図は、円貨バランスシートの構成と、金利のある世界での最適な運営に向
けた、当社グループの取組みを示しております。

 運用サイドにおきましては、中小企業向け貸出金や住宅ローンの増加に向け、積極
的な活動を展開しているほか、有価証券運用の向上や政策投資株式の縮減に向け
た取組みを行っております。

 また、調達サイドでは、個人預金を中心とした預金の増加や、お客さまへの資産形成
支援の取組みを行うとともに、ＲＯＥ向上に向けた資本の活用を行っております。

 2１ページをご覧ください。



＜Ｐ２１．円金利上昇の影響による貸出金利率の状況＞

 こちらは、円金利上昇の影響による貸出金利率の状況となります。

 マイナス金利政策の解除や短期プライムレートの引上げにより、本年４月以降、短プ
ラ・市場金利連動ともに、金利引上げは順調に進展しております。

 また、変動金利の割合が高い住宅ローンにつきましては、来年１月以降の改善が見
込まれております。

 2２ページをご覧ください。



＜Ｐ２２．長期ビジョンに基づく実行戦略（第２次中期経営計画）＞

 2021年10月に持株会社体制へと移行し３年が経過しました。

 金融ビジネスの幅を広げるために、異業種とのアライアンスを深化させ、事業の協
業や合弁会社設立により、その質を高めています。

 これらを基盤として2023年4月より長期ビジョン「16Vision-10」をスタートしま
した。

 一歩先を行き、いつも地域の力になる。この「一歩先を行く」ということが戦略とし
て大切であり、拘っています。

 具体的には、ソフトバンクからの人材受入れによるＤＸ推進や、りそなグループとの
リテール業務における包括的業務提携、日本Ｍ＆Ａセンターホールディングスとの
合弁会社設立など金融業界において一歩先を行く戦略を進めています。

 「一歩先を行く」なかで、生産性向上や収益性向上にもつなげてまいります。

 前半5か年を計画期間とする「第2次中期経営計画」において、4つの基本戦略を推
進していくことで、企業価値向上につながる成果を獲得してまいります。

 23ページをご覧ください。



＜Ｐ２３．第2次中期経営計画の計数目標に対する進捗状況＞

 第2次中期経営計画の計数目標は順調に進捗しております。

 引き続き計数目標の達成に向けて、グループ一丸となって「収益性」「効率性」「健全
性」の向上を目指してまいります。

 24ページをご覧ください。



＜Ｐ２４．異業種との協業によるグループ成長戦略＞

 異業種協業型の戦略で事業領域を拡大してきた当社は、現在、11社のグループ会
社を置く「地域総合金融サービスグループ」となりました。

 左側の、競争優位性があり当社グループのみで成長できる事業には、経営リソース
を重点配分することで成長してまいります。

 右側の、今後、地域社会からの要請が高まると予想される事業には、専門性の高い
異業種との協業や合弁により、コストをコントロールしスピード感を重視して成長し
てまいります。

 25ページをご覧ください。



＜Ｐ２５．異業種との協業による価値創造＞

 まず、ソフトバンクとの協業では、この10月に名古屋市に開業した、日本最大規模
のオープンイノベーション拠点「STATION Ai」に、最高位となる「プログラムスポン
サー」として参画しました。

 当社が形成してきたスタートアップのコミュニティや支援ノウハウを活かし、起業家
の創出や事業会社とのマッチングなどを強化してまいります。

 また、りそなグループとの協業では、11月に協業の第1弾となる「十六銀行ファンド
ラップ」をリリースし、お客さまの資産形成のサポートを充実させました。

 さらに、来年春には、「バンキングアプリ」をリリースいたします。これまで当地域に
はなかったより高品質な金融サービスを、自社開発のコストや時間を短縮しながら
提供してまいります。

 26ページをご覧ください。



＜Ｐ２６．グループシナジーによる競争優位性＞

 グループ各社が新規事業領域で蓄積したノウハウを銀行の預貸金ビジネスに還元
するなど、グループ一体営業に努めています。

 特に、2021年4月以降に立ち上げた「投資やDX、まちづくりや経営承継支援を専
門に行う会社」を起点としたグループシナジーは、当社の強みとなります。

 右側上段の、まちづくり会社である「カンダまちおこし」のローカルクラウドファン
ディングは、銀行との連携強化により目標達成率が向上し、地域の活性化に貢献し
ています。

 右側下段の経営承継支援会社の「NOBUNAGAサクセション」においては、昨年7
月の開業以降、相談件数が875件まで増加し57件のアドバイザリー契約を締結し
ています。

 27ページをご覧ください。



＜Ｐ２７．人材戦略・マネジメント＞

 これらの戦略を実行するうえで欠かせないのが、人材戦略やマネジメントです。

 左側の銀行支店長、グループ会社役員などのミドルマネジメント層を対象とした
「リーダーシップ研究会」では、金利のある世界において、預貸金ビジネスに注力し
ていくための成長型のマインドセットをいち早く醸成しました。

 簡単に言うと、「支店長自らが顧客交渉の先頭に立つこと」を指示しています。

 また、右側にありますように、2024年6月に、東海地区の地銀で初となるプロパー
の女性を取締役に起用し、現在は女性取締役３名とともに、ガバナンスの高度化や
女性活躍推進に取り組んでいます。

 今後も、多様な意見を取り入れ、新たな発想でより効果的な施策を実施していくこ
とで、一層の企業価値向上をはかってまいります。

 28ページをご覧ください。



＜Ｐ２８．ステークホルダーエンゲージメント＞

 次に各ステークホルダーとのエンゲージメントとなります。

 お客さま、株主、役職員、地域社会など、あらゆるステークホルダーとのエンゲージ
メント向上に向けた取組みを実践しています。

 左側上段の「お客さまとのエンゲージメント」では、2024年10月に、十六フィナン
シャルグループ「設立3周年」トップ懇談会を２日間に亘り開催し、取引先企業の経
営者など約1,000名の方に参加いただきました。

 また、右側下段の「地域社会とのエンゲージメント」では、岐阜県内最大のスポーツイ
ベントである「ぎふ清流ハーフマラソン」に、主要スポンサーとして毎年参画しており、
2024年4月には、当社グループから100名超のランナーと、1,000名のボラン
ティアが参加し、大会を盛り上げました。

 29ページをご覧ください。



＜Ｐ２９．投資効果の最大化（地域社会・DX）＞

 左側の2027年に開業予定の新本部ビルでは、地域の憩いの場の創出や、グルー
プ一体でのビジネス推進体制に向けたネットワークの再構築を目指します。

 当社グループの経営理念を具現化する大変重要なプロジェクトであり、地域社会の
持続的発展に向け投資効果を高めていきます。

 右側のDX投資戦略においては、トランスフォーメーションを起点にビジネスモデル
を革新し、生産性向上につながるDX投資を戦略的に実施しています。

 30ページをご覧ください。



＜Ｐ３０．サステナビリティに関する情報開示の充実＞

 リスク管理や透明性向上をはかり、持続的な企業価値の向上を目指してESGデー
タを整備し、環境・社会・ガバナンスに関する取り組み成果をデータで開示しました。

 引き続き、サステナビリティに関する情報開示の充実に努めてまいります。

 31ページをご覧ください。



＜Ｐ３１．第3部「サステナビリティへの取組み」＞

 第3部では、「サステナビリティへの取組み」に対する、成果やトピックスについて説
明します。

 3２ページをご覧ください。



＜Ｐ３２．サステナビリティＫＰＩの進捗状況＞

 ５つの重点課題（マテリアリティ）に対する「サステナビリティKPI」は、いずれの項目
も順調に進捗しています。

 33ページをご覧ください。



＜Ｐ３３．マテリアリティ ～地域経済の活性化～＞

 地域経済の活性化の取組みとなります。

 左側のグラフのとおり、2024年９月時点の「サステナブルファイナンス実行額」は
総額5,786億円となり、2030年度の目標比28.9％と、順調に推移しています。

 また、右側のグラフのとおり、2024年９月のグループ預り資産残高は4,817億円
となり、2030年度の目標比87.5％の進捗率となりました。

 34ページをご覧ください。



＜Ｐ３４．マテリアリティ ～地域経済の活性化～＞

 左側のグラフのとおり、投資専門会社のNOBUNAGAキャピタルビレッジにおける、
地域経済・金融にシナジーのある企業や、事業共創が可能な企業への投資は、設立
からの累計で42件となりました。

 また、スライド右側のグラフのとおり、資産形成支援では投信積立の拡大に注力し、
月間掛込額、契約先数はともに堅調に増加していることに加え、下段のとおり、金
融リテラシー教育に関する活動は、回数、受講者数ともにご覧のとおりであり、積極
的に実施しています。

 35ページをご覧ください。



＜Ｐ３５．マテリアリティ ～地域社会の持続的発展～＞

 地域社会の持続的発展の取組みとなります。

 カンダまちおこしでは、右側上段のとおり、ローカルクラウドファンディングの累計
の応募総額が１億円を超えたほか、企業版ふるさと納税マッチングサービスについ
ても、寄附額の総額が１億円を超えました。

 また、左側下段のとおり、物品寄附による企業版ふるさと納税マッチングサービス
の提供を開始しました。

 今後も、提携自治体を順次拡大していきます。

 36ページをご覧ください。



＜Ｐ３６．マテリアリティ ～地域社会の持続的発展～＞

 左側下段の表のとおり、十六電算デジタルサービスでは、2024年9月期にIT・デジ
タル化による業務効率化などの案件を175件受注し、地域企業のDXに貢献してい
ます。

 また、右側下段のとおり、十六銀行では、2025年4月より岐阜県の指定金融機関
を務めることが決定しました。

 37ページをご覧ください。



＜Ｐ３７．マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～＞

 環境保全と気候変動対策の取組みとなります。

 2024年3月のCO2排出量は、スライド左側のとおり、「2013年度対比で42.7%
削減」し、2030年度のカーボンニュートラル達成に向け計画通りに進捗しています。

 当社グループの紙使用量は、Google Workspaceなどの活用による業務のデジ
タル化により、基準となる2019年度比で35.1％削減となりました。
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＜Ｐ３８．マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～＞

 左側の表のとおり、脱炭素支援メニューの拡充や脱炭素コンサルティングの強化に
より、地域企業の温室効果ガス排出量の算定・削減目標設定などの支援実績は大き
く増加しています。

 また、十六リースでは、2024年8月に環境省から、ESGリース促進事業に係わる
優良取組認定事業者として認定されました。
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＜Ｐ３９．マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～＞

 多様な人材の活躍推進の取組みとなります。

 左側のグラフのとおり、2024年９月の女性管理職比率は、前年同期比2.3ポイント
上昇し、10.2%となりました。

 また、右側のグラフのとおり、2024年９月期の有給休暇取得率は28.4％の5.40
日となりました。

 40ページをご覧ください。



＜Ｐ４０．マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～＞

 人的リソースの活用につきましては、左側のとおり、社員が「幅広い事業領域でキャ
リアチャレンジ」できるよう、社内公募制度を利用してグループ会社や異業種のパー
トナー企業に人材を積極的に配置しています。

 また、右側のとおり、年間研修時間や研修参加人数はいずれも伸長しています。

 41ページをご覧ください。



＜Ｐ４１．マテリアリティ ～ガバナンスの高度化～＞

 ガバナンスの高度化の取組みとなります。

 2024年９月期は「危機発生時における初動対応訓練」を4回、「投資家との対話」
を25回行い、いずれも目標を大きく上回りました。

 42ページをご覧ください。



＜Ｐ４２．マテリアリティ ～ガバナンスの高度化～＞

 第三者関与による取締役会の実効性評価につきましては、2024年3月に、外部機
関による助言を得て実施しました。

 その結果から、取締役会は適切に運営され、実効性が確保されていることを確認し
ました。

 取締役会の多様性と機能強化は、企業価値向上につながる重要な要素です。多様
な意見を取り入れ、透明性と公正性を保ち運営を行うことで、企業全体の成長を促
進してまいります。



＜Ｐ４３．最終ページ＞

 引き続き、十六フィナンシャルグループにご注目いただきますとともに、多くのご支
援・ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

 以上をもちまして、私からの説明を終わります。ご清聴、ありがとうございました。

以 上




